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２０１８年度	 公益目的事業報告書	

１）	 事業の概要について	

移動病院（病院船・病院自動車等の移動医療施設）の実現に向けた、調査・研究の実施

及び成果物の発表・広報の実施について、実現のための調査及び研究は必須事業と位置

づける。	

（公１）	

移動病院（病院船・病院自動車等の移動医療施設）の実現に向けた、調査・研究の実施及成果物の発

表・広報を実施してきました。	

【その一】	 2018年6月16日（東京大井水産物埠頭）米国病院船USNSマーシー寄港企

画。	

災害大国の我が国において、病院船の実現は国民のいのちに直結する公益に資する必須の事

業である認識の下、特に当法人からの申し入れによって、「パシフィック・パートナーシップ２０１８」	

を主導する米海軍病院船	USNS	マーシーを、歴史上はじめて日本に紹介する機会を実現しました。

戦後７２年、多くの国民は病院船の存在を知らない中、広く国民に「動く船の病院＝モバイル・

ホスピタル」の施設を知ってもらう機会創出は誰も成し得なかった。次につなぐ大きなターニン

グポイントを残せたことは当法人の誇りであり大きな実績です。	

	
	

１ ） 	米 国 病 院 船 マ ー シ ー の 東 京 寄 港 ク ラ ウ ド フ ァ ン デ ィ ン グ 事 業 	

	

世界最大級の病院船「マーシー」が	6	月に東京港に初寄港！		

乗船を希望する中高生を被災地	5	県から全 22 名が応募に参加し、

視察を実現できました。	

期間：	20 1 8 	年	3	月	16	日	12：	00～ 	4	月	25	日	23：	00	まで	

募集委託：クラウドファンディング会社「Readyfor」にて企画を実施しました。	

東日本大震災の被災地である	5	県（青森県、宮城県、福島県、岩手県、茨城県）から、医

療を志す中高生	22名を招待し、病院船内部を見学できました。	

当時のURL：https://readyfor.jp/projects/MercyJapan2018	

当該企画は、当法人初のクラウドファンディング活用型公益事業の試金石として小さな一

歩は全国に知らしめ、たくさんの支援者を得た	

大きな一歩でもありました。	
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《被災	5	県内の中学生、高校生限定》	

・募集期間：4	月	25	日まで	

・乗船可能人数：22	名	

・対象：東日本大震災被災	5	県の中学生、高校生	

https://readyfor.jp/s3/readyfor-img/ckeditor_assets/attachments/339639/d7c48994e3bffc25e

06c11318c70be423c6c4ff2.pdf		

１－１）「世界最大の米海軍病院船に、被災地から医療を志す子ども達を招待したい」	

別紙（全17ページ）参照	

	
	

２）	 米 国 病 院 船 マ ー シ ー の 東 京 寄 港 事 業 研 究 調 査 事 業 	

当法人起案のマーシー寄港時の取り組みメニューについて、下図のとおり実施した。	

	

	
日米政府の理解を得て 2018年 6月 15日 21:00に東京大井水産物埠頭に米海軍病院船 USNS	Mercy

の接岸を果たしました。	

6 月 16 日 09:30 から政府関係者と米海軍の歓迎式典、メディアツアー、午後からは広く国民に
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平時から常に有事意識の危機管理を住民にいつも訴えるような啓発・啓蒙教育の仕組が必要、

「常在有事＝Always	contingency	consciousness	=	all-hazard」の考え方を提案。	

「リスク管理の大前提は常在有事の仕組みを持つことが重要」と据え、１７日の専門家会議で学

んだ	Standardization	and	Rule	Making	を結びとしてまとめました。	

この後に 主催の閉会レセプションが催されすべての予定が終わりま

した。一番学んだことは、ハードもソフトも人的スキルについても、一気に目標とする、期待さ

れる状態に持っていけることは絶対にない。とりわけ、人間系の部分はトレーニング、コミュニ

ケーション、知恵の共有化、組織間の連携などを、実践を通じて獲得し、進化させていく以外に

方法はないということです。そして環太平洋のリーダー海洋国日本は災害リスク世界一高く、大

規模災害のリスクは今目の前に病院船は必然とされているということです。	

足らないのは一歩踏み出す保有するための”覚悟”だという指摘で幕は締められました。	

 
【その二】マーシー寄港成果の法制化促進に資する研究活動	

（２－１）Ready	for	第 2 弾企画：https://readyfor.jp/projects/mobilehospital	

「頻発する大災害～「病院船」導入の法制化にあなたのご支援を」クラウドファンディング	

『船舶を活用して医療が出来る“プラスアルファの災害時拠点病院体制の整備』を掲げ、法制化

を推進することは、当法人の公益性を高める法人の広報活動です。日米シンポジウムにおいて米

側からの指摘もあり、いつまでも「平時どうする」からの議論を続けても得るものがありません。

環太平洋諸国の中でも経済大国の日本。一方で災害発生数は世界で一番多く、前年の災害復旧に

費やす税投資は 4 兆円を超えると言われます。病院船すなわち船舶を活用した医療体制の整備の

条件は整っています。足らないのは立法府の覚悟だとも米海軍から指摘を受けた 6 月の日米シン

ポをスタートラインと考え、「災害等における船舶を活用した医療提供体制の整備に関する推進

法（仮称）」構想を広く広報するとともに、国民の賛同を得て不足する研究に役立てる調査活動

の充実を図る活動を企画し実現できました。	

当時 URL	 https://readyfor.jp/projects/mobilehospital	

	

（２－２）  
「災害等における船舶を活用した医療提供体制の整備に関する推進法（仮称）」の研究  
■研究の目的  
災害多発国である我が国において、災害が発生した場合の被害の最小化及びその迅速な回復のた

め、機動的な医療支援・災害救援サービスの提供の実施に相応しい*専門集団・装備・官民共同

運用体制の構築を図り、人命及び身体を最優先して保護する即効性に資すること。 
*専門集団(災害時の迅速な初動対応には平時から情報の蓄積や訓練による練度の豊富な各種災害の様相、各機関の能力、体制

の他、関連する様々な事項を把握できる消防、警察、自衛隊、原子力、電力、ガス、水道、土木、建設、医療従事者等)、装

備（特殊車両、トラック、航空機、ヘリ、船舶含むロジスティクス）、官民共同運用体制（ボランティア団体事業者、スーパ

ーマーケット・コンビニエンスストアー流通事業者、倉庫物流事業者、医薬品流通事業者、電信電話事業者、金融、保険、経

済団体等）が積極的な関わりを有する日常的組織の構築を前提に“病院船”位置づけを明文とするには、災害対応を担う現行

の行政機関は各機関の一部局にすぎないため、専門性は蓄積されづらいと指摘されてきた。これらを中長期の課題としてきた

従来の思考を改めない限り、必ず来ると言われる次の大型災害・南海トラフ地震等に備えることは極めて難しい。そこで専門

集団編成を喫緊の課題として「防災庁」あるいは「緊急事態管理庁」等の独立組織（退官者の再雇用、予備役含）の新設を視

野にした法整備を目標とする。	

■今、起こり得る災害想定への対応はについての研究  
・首都直下型地震、南海トラフ地震等の広域複合大災害 
・尖閣有事（尖閣周辺で近接戦闘が発生「Care Under Fire」「Tactical Field Care」←現状 
	 現場第一線救護すなわち衛生官対応←これで対応できるか？ 
（防衛大医学部卒医官は外傷ダメージコントロール手術等、戦傷外科治療の教育経験不足） 
・東京オリンピック・パラリンピックの開発途上中に首都直下型大地震が発生 
・東京オリンピック・パラリンピックにテロ含む大規模災害が発生 
・CBANE 災害によるアウトブレーク、福島原発から二次災害 
・日本国内の災害時のみならず周辺国の災害時に医療支援・災害救援を専門人材・機材・ロジス

ティクスをワンパッケージ・サービスで提供する大規模機動力で即応するには、民間の日常的

協力体制とそれを補う船舶確保 
・その他 
■そのために改善すべき調査ポイント→（必要な専門人材・資材・装備・法制度）  
・緊急時に絶対的に安心感を与えられる救援医療・診療施設サービス 
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（病院船整備、緊急輸送体制の機動力確保など）災害基本法、航空法、自衛隊法等の見直	  
・海外から災害支援をよりスムースに受け入れられる体制（法整備）の確立推進 
（外国人医師及び看護師等の日本での診療許可：東京圏「国家戦略特別区域会議」で一部のみ解

禁、2 国間協定に基づく医師の業務解禁 27 年 12 月実施） 
・危機管理体制（ハード）に対応しうる専門人材の継続的養成及び教育訓練部署・部門の体制確

立や国と地方の官民危機管理対応ネットワーク（ソフト）の整備 
・その他 
■副次的効果に期待される評価方法の確立について  
・新たな雇用の創出 
・米主導の PP（パシフィック・パートナーシップ）事業を自衛隊のみに閉じてきた運営を、広

く国民に益する、あるいは世界の人々に益する事業として捉え直す。	

・例えば、「民間参加実行委員会」または「何年度 PP プロジェクト・コンソーシアム」民間参加型事

業として、公開する業務委託事業に切り替える	

・そのことにおいて、ロジスティクス等、官民連携機動力の向上に寄与	

・日本の病院インフラ、医歯薬学看護等医療教育、医療ボランティア等の国威発揚事業とする	

官民共同体が構築でき、日本型相互扶助精神の育成を推進し、日米同盟の深化およびアジア太平

洋州地域諸国との HADR 関係強化が日本の安全保障に寄与する	

・災害多発国「日本」の経験や復興技術を類似国に付与する防災インフラ事業の展開 
・他国の病院船の日本寄港による多国間災害対処訓練 
・防災に関する日本イニシアティブによる国際連合組織創立 
・その他 

東京オリンピック会場予定のベイエリア地域の災害時の脆弱な体制補完について、2018 年に病院

船 MARCY の日本に寄港によりクローズアップされ、国民に広く認識される病院船すなわち「災害

等における船舶を活用した医療提供体制の整備に関する推進法（仮称）」の当法人の提

案は、議連でも早期成立を目指し決議された成果は大きい。 
	

【その三】マーシー寄港に伴うプレスリリース広報活動	

（３－１）2018 年 6 月 15 日～21 日 Mercy 寄港紹介メディの記録	

（順不同）	
・USNS	Mercy	Hosts	Big	Top	Reception	in	Tokyo	[Image	1	of	8]	

https://www.dvidshub.net/image/4491308/usns-mercy-hosts-big-top-reception-tokyo	

	

・2018 年 6 月 15 日	 横須賀米海軍基地から病院船マーシー東京港へ移動	

https://youtu.be/MJahWNhQo-Y	

	

・KyodoNews	

2018/06/15	に公開チャンネル登録	5.5 万	

米海軍に所属する世界最大級の病院船「マーシー」(全長約 272 メートル)が日本に初めて寄港し、

東京都大田区の大井水産物埠頭で 16 日、歓迎式典が開かれた。東日本大震災で病院機能がまひ

した経験から、日本政府は医療拠点として船舶の活用を検討しており、米軍の対処法などを学ぶ

狙いがある。	

	

・時事通信社/JIJIPRESS	

2018/06/18	に公開	

チャンネル登録	5.8 万	

米海軍所属の世界最大級の病院船「マーシー」が日本に初めて寄港し、東京・大井ふ頭で１６日、

船内が公開された。人道支援活動の帰途、日本の招致に応じた。今後、日米共同の災害医療訓練

などを予定している。【時事通信映像センター】	
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・朝日新聞社	

2018/06/15	に公開チャンネル登録	11 万	

世界最大級の病院船で、負傷した兵士の治療や人道・災害支援に使われる米海軍の「マーシー」

が日本に初めて寄港し、6 付き１５日夜、米海軍横須賀基地（神奈川県横須賀市）から東京都大

田区の大井水産物埠頭に入港した。災害医療への船舶活用について知見を得ようと、日本政府が

招致した。	

	

・日テレ NEWS24	世界最大！米海軍「病院船」驚きの設備とは 2018 年 6 月 16 日	18:32	

http://www.news24.jp/articles/2018/06/16/04396080.html?cx_recsclick=0	

・boardnews.jp	

2018/06/15	に公開チャンネル登録	

米海軍の世界最大病院船「マーシー」が東京港に初寄港!!	通常はサンディエゴ海軍基地に停泊・

待機しており、外洋に出るのは非常に珍しく、当然日本の一般港に入港・接岸するのも初めて。	

・Pacific	Partnership	2018	mission	comes	to	a	close	

By	MC2	Kelsey	L.	Adams,	Pacific	Partnership	Public	Affairs	

Posted	June	21,	2018	

http://www.cpf.navy.mil/news.aspx/110526	

	

・USNS	Mercy	arrives	in	Japan	for	port	calls	 By	Mass	Communication	Specialist	2nd	Class	

Kelsey	L.	Adams,	Pacific	Partnership	Public	Affairs	|	|	June	10,2018	

http://www.c7f.navy.mil/Media/News/Display/Article/1546111/usns-mercy-arrives-in-japa

n-for-port-calls/	

	

・USNS	Mercy	Deploys	in	Support	of	Pacific	Partnership	2018	

https://www.defense.gov/News/Article/Article/1450292/usns-mercy-deploys-in-support-of

-pacific-partnership-2018/	

	

・Pacific	Partnership	2018	Concludes	

By	Mass	Communication	Specialist	2nd	Class	Kelsey	L.	Adams,	Pacific	Partnership	Public	

Affairs	|	|	June	21,	2018	

http://www.c7f.navy.mil/Media/News/Display/Article/1556075/pacific-partnership-2018-c

oncludes/	

	

・US,	JMSDF	conduct	bilateral	patient	receiving	demonstration	[Image	4	of	8]	

https://www.dvidshub.net/image/4491582/us-jmsdf-conduct-bilateral-patient-receiving-d

emonstration	

	

・USNS	Mercy	arrives	in	Japan	for	port	calls	

https://www.dvidshub.net/news/280327/usns-mercy-arrives-japan-port-calls	

	

・US,	JMSDF	conduct	bilateral	patient	receiving	demonstration	[Image	6	of	8]	

https://www.dvidshub.net/image/4491588/us-jmsdf-conduct-bilateral-patient-receiving-d

emonstration	

	

・USNS	Mercy	SME	interview,	Commanding	Officer	

https://www.dvidshub.net/video/607121/usns-mercy-sme-interview-commanding-officer	
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・USNS	Mercy	SME	Interview,	Mission	Commander	

https://www.dvidshub.net/video/607663/usns-mercy-sme-interview-mission-commander	

	

・HADR	exercise	Pacific	Partnership	2018	concludes	

https://navaltoday.com/2018/06/04/hadr-exercise-pacific-partnership-2018-concludes/	

平成 30 年 7 月 17 日	 西日本新聞夕刊記事	 共同通信	
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（３－２）第 46 回日本救急医学会総会・学術集会講演活動	

（・講演依頼番号：	 7009	 ）・セッション名：	特別企画 1.	

日時：	11 月 19 日（月）17:30-18:30	

場所：	パシフィコ横浜	 会議センター	

演題：「�本に病院船は必要かー�国病院船マーシー東京寄港に係る検討をふまえ

て」	

講師：１班	 	

	 	 	 ２班	 	

	 	 	 ３班	 	

	 	 	 総括	 	

座長	 司会	 	

第 46 回日本救急医学会総会・学術集会	

会長	 	

〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜	

第 46 回日本救急医学会総会・学術集会	

大会事務局：帝京大学医学部救急医学講座	
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2019年度 公益目的事業報告書 

１） 事業の概要について 

（公１）	

移動病院（病院船・病院自動車等の移動医療施設）の実現に向けた、調査・研究の実施及成果物の発

表・広報の実施について、	

当法人が提案してきた「災害時等における船舶を活用した医療提供体制の整備の推進に関す

る法律案（仮称）」が、（海洋国日本の災害医療の未来を考える議員連盟）において決議の

手続きを経たのでこれを支援し、【超党派災害時医療等船舶利活用推進議員連盟】2020年3月

27日設立に尽力することが出来ました。	

	

１）	議員立法成約を2020年までの第一目標に据え関係する事業計画を立案する。	

法制化の意義：議員立法の成立には超党派（自民、公明、立憲、国民、維新、社民、共産の６党、

１会派=計７党派）の合意を基に形成されたことは大きな弾みとなった。一方、予期せぬ感染症コ

ロナ禍やむ負えない事情に鑑み予定の会合すべては、延期続きとなった。	

ただし、超党派議連を立ち上げた成果は大きく、秋の国会に希望を託すに至る成果に貢献できた。	

（当方作成の「超党派・災害時医療等船舶利活用推進議員連盟」規約(案)別紙添付）	

	

1-1）「災害時等における船舶を活用した医療提供体制の整備の推進に関する法律案（仮称）」の

公知活動、勉強会の開催を企画し広く国民の意見を集約し条文の基となる骨子案をまとめた。	

（別紙骨子添付）	

	

２）	特に当法人からの申し入れによって実現した「米海軍病院船	USNS	マーシー」寄港

の成果を研究計画と並行して進め、東京オリパラベイエリアにおける関係機関と協

働して日本初となる救急救難艇クラウドファンド事業を構想し実証実験を図る。	

2-1）コロナ禍で東京オリンピックが延長となり事業は次年度に持ち越し。	

2-2）コロナ禍で東京オリンピックが延長となり事業は次年度に持ち越し。	

2-3）東京ベイエリア避難シミュレーション調査研究（下図のとおり大学研究継続中）。	

	
2-4）コロナ禍で東京オリンピックが延長となり事業は次年度に持ち越し。	

以上、	



	

 

	

2020 年度 公益目的事業の報告 

１ 事業の概要について 

移動病院（病院船・病院自動車等の移動医療施設）の実現に向けた、調査・研究の実施	及	成

果物の発表・広報の強化を図り、寄付金収入の強化に努める。	

＊災害大国の我が国は近年特に災害の連続性が大きな被害をもたらしている。病院船の実現は

国民のいのちに直結する公益に資する必須の事業と位置付ける。	

	

1）  船舶を利活用する医療提供体制の整備推進法の成立化研究事業の報告	

議員立法当法人の提案で平成 26 年 3 月に与党（自公）によって創立の「海洋国日本の災害医療

の未来を考える議員連盟」に 2019 年 5 月より準備・交渉を呼びかけ、2020 年 2 月 27 日に於い

て従来の自民党、公明党の与党に加え、野党（立憲民主党、国民民主党、日本維新の会、社会

民主党、日本共産党、社会保障を立て直す国民会議）合計７党１会派を以て「超党派災害時医

療等船舶利活用推進議員連盟」の創立総会に至らしめることを実現しました。	

その後、コロナ禍による世界的なパンデミックの発症は我が国にも例外なく感染の拡大をもた

らし、社会経済活動を大幅に低下させる緊急事態宣言の発令を余儀なくされたことは周知の事

実である。依って、長年温めてきた議員立法骨子を超党派議連にて承認を得る成果を達成し

た。災害時等における船舶を活用した医療提供体制の整備の推進	

２）小型艇を利用した救急患者海上搬送実証実験/調査研究事業の報告	

東京ベイエリアオリパラ会場における期間中の炎暑被害（熱中症等）の患者搬送は道

路交通渋滞による搬送が困難を予想されることから、都内主要大学医学部の救急学の

権威と有志連合を形成し医師・救急救命士の派遣を引き受けてもらうと共に、江東区

や東京都とも連携を図り、発進基地を必要とする地域インフラの提供等の協力を取り

付け、当法人主体の全国初となる救急搬送海上利用実証実験の研究事業を実施しその

成果は、緊急時の医師・救命士の船舶乗船時のローテーション及び船舶業務の揺れ等

の船酔い予防及び訓練・教育プログラムなど公に資する調査研究に寄与するものとす

る。対象の TOKYO２０２０オリンピックは１年間の延期がなされたのは衆目の通りで

ある。こうした中、弊法人は地道な活動を継続し東京都による公の評価と支援を得ら

れる状況に進展しているのは本プロジェクトの公益の文字通り「不特定かつ多数の者

の利益」を評価された。	

	

2）組織体制強化対策事業報告	

2020 年度報告	

（1） 今後事業を実施する上で経営基盤の強化に寄附金収入を安定確保する必要がある。	
当法人が取り組む船舶を活用した災害医療提供体制の整備の推進について、ファンドマネ

ージャー相当の財務担当理事（本業創薬再生医療系のマザーズ上場企業経営者）を迎え

CSR 事業に協力の体制が整いつつある。	

（ロ）組織を改変した功罪はあるものの、理事一部にその役割相応の公益に資する人材育

成事業につなげられる学習機会を増やす理解増進の効果がではじめている。	
	



自 2018年4月1日

至 2019年3月31日

公益社団法人

決 算 報 告 書

モバイル・ホスピタル・インターナショナル



 正味財産増減計算書

2018年4月1日より2019年3月31日まで
（単位：円）

科目 当年度 前年度 増減
Ⅰ一般正味財産増減の部
１ 経常増減の部
（1）経常収益
受取寄付金 8,460,384 3,033,000 5,427,384
受取入会金 1,500,000 540,000 960,000
受取会費 3,767,000 2,470,000 1,297,000
受取寄付金 3,193,384 23,000 3,170,384
事業収入 0 0 0
普及支援事業収入 0 0 0
雑収入 13 4 9
雑収入 0 0 0
受取利息 13 4 9
経常収益 計 8,460,397 3,033,004 5,427,393
(2)経常費用
事業費 5,281,579 2,512,231 2,769,348
役員報酬 0 0 0
福利厚生費 48,286 74,775 △ 26,489
通信運搬費 104,267 88,543 15,724
光熱水料費 66,248 68,535 △ 2,287
旅費交通費 523,234 578,361 △ 55,127
会議費 146,671 0 146,671
消耗品費 60,594 108,205 △ 47,611
新聞図書費 13,792 0 13,792
修繕費 20,929 0 20,929
印刷製本費 0 0 0
保険料 44,037 11,536 32,501
租税公課 13,090 1,519 11,571
支払負担金 46,398 40,490 5,908
賃借料 595,700 550,200 45,500
研修開催費 0 0 0
研修費 0 0 0
活動費 3,335,577 747,447 2,588,130
委託費 249,620 242,620 7,000
雑費 13,136 0 13,136
管理費 1,334,006 1,076,669 257,337
役員報酬 0 0 0
福利厚生費 20,695 32,046 △ 11,351
通信運搬費 44,687 37,947 6,740
光熱水料費 28,393 29,372 △ 979
旅費交通費 224,243 247,869 △ 23,626
会議費 62,859 0 62,859
消耗品費 25,969 46,373 △ 20,404
新聞図書費 5,912 0 5,912
修繕費 8,970 0 8,970
印刷製本費 0 0 0
保険料 18,873 4,944 13,929
租税公課 5,610 651 4,959
支払負担金 19,885 17,353 2,532
賃借料 255,300 235,800 19,500
活動費 500,000 320,334 179,666
委託費 106,980 103,980 3,000
雑費 5,630 0 5,630
経常費用 計 6,615,585 3,588,900 3,026,685
当期経常増減額 1,844,812 △ 555,896 2,400,708
２ 経常外収益
（1）経常外収益
債務免除益 0 0 0
経常外収益 計 0 0 0
(2)経常外費用
経常外費用 計 － － －
当期経常外増減額 － － －
当期一般正味財産増減額 1,844,812 △ 555,896 2,400,708
一般正味財産期首残高 1,207,303 1,763,199 △ 555,896
一般正味財産期末残高 3,052,115 1,207,303 1,844,812
Ⅱ正味財産期末残高 3,052,115 1,207,303 1,844,812



（単位：円）

科目 当年度 前年度 増減

Ⅰ 資産の部

１ 流動資産

現金 0 258,973 △ 258,973

普通預金 3,624,895 883,330 2,741,565

流動資産合計 3,624,895 1,142,303 2,482,592

２ 固定資産

（1）その他固定資産

敷金 65,000 65,000 0

その他固定資産合計 65,000 65,000 0

固定資産合計 65,000 65,000 0

資産合計 3,689,895 1,207,303 2,482,592

Ⅱ 負債の部

１ 流動負債

未払金 637,780 0 637,780

預り金 0 0 0

流動負債合計 637,780 0 637,780

２ 固定負債

固定負債合計 0 0 0

負債合計 637,780 0 637,780

Ⅲ 正味財産の部

１ 一般正味財産 3,052,115 1,207,303 1,844,812

正味財産の合計 3,052,115 1,207,303 1,844,812

負債及び正味財産合計 3,689,895 1,207,303 2,482,592

貸 借 対 照 表

2019年3月31日現在



2019年3月31日現在

（単位：円）

科目 公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合計

Ⅰ 資産の部

１ 流動資産

現金 0 0 0 0

普通預金 2,742,166 882,729 0 3,624,895

法人会計貸付金 0 0 0 0

公的目的事業会計貸付金 0 0 0 0

流動資産合計 2,742,166 882,729 0 3,624,895

２ 固定資産

（1）その他固定資産

敷金 0 65,000 0 65,000

その他固定資産合計 0 65,000 － 65,000

固定資産合計 － － － －

資産合計 2,742,166 947,729 0 3,689,895

Ⅱ 負債の部 0

１ 流動負債 0

未払金 637,780 0 0 637,780

預り金 0 0 0 0

法人会計借入金 0 0 0 0

公益目的事業会計貸借入金 0 0 0 0

流動負債合計 637,780 0 0 637,780

２ 固定負債 － － － －

固定負債合計 － － － －

負債合計 637,780 0 0 637,780

Ⅲ 正味財産の部 0

１ 一般正味財産 2,104,386 947,729 0 3,052,115

正味財産合計 2,104,386 947,729 0 3,052,115

負債及び正味財産合計 2,742,166 947,729 0 3,689,895

貸借対照表内訳表



4 6 （単位：円）

調査研究事業 普及支援事業 小計
Ⅰ一般正味財産増減の部
１ 経常増減の部
（1）経常収益
受取寄付金 2,630,753 3,946,131 6,576,884 1,883,500 － 8,460,384
受取入会金 600,000 900,000 1,500,000 0 1,500,000
受取会費 753,400 1,130,100 1,883,500 1,883,500 3,767,000
受取寄付金 1,277,353 1,916,031 3,193,384 0 3,193,384
事業収入 0 0 0 0 0
普及支援事業収入 0 0 0 0 0
雑収入 4 6 10 3 13
雑収入 0 0 0 0 0
受取利息 4 6 10 3 13
経常収益 計 2,630,757 3,946,137 6,576,894 1,883,503 － 8,460,397
(2)経常費用
事業費 2,112,625 3,168,954 5,281,579 5,281,579
役員報酬 0 0 0 0
福利厚生費 19,314 28,972 48,286 48,286
通信運搬費 41,706 62,561 104,267 104,267
光熱水料費 26,499 39,749 66,248 66,248
旅費交通費 209,293 313,941 523,234 523,234
会議費 58,668 88,003 146,671 146,671
消耗品費 24,237 36,357 60,594 60,594
新聞図書費 5,516 8,276 13,792 13,792
修繕費 8,371 12,558 20,929 20,929
印刷製本費 0 0 0 0
保険料 17,614 26,423 44,037 44,037
租税公課 5,236 7,854 13,090 13,090
支払負担金 18,559 27,839 46,398 46,398
賃借料 238,280 357,420 595,700 595,700
研修開催費 0 0 0 0
研修費 0 0 0 0
活動費 1,334,230 2,001,347 3,335,577 3,335,577
委託費 99,848 149,772 249,620 249,620
雑費 5,254 7,882 13,136 13,136
管理費 1,334,006 1,334,006
役員報酬 0 0
福利厚生費 20,695 20,695
通信運搬費 44,687 44,687
光熱水料費 28,393 28,393
旅費交通費 224,243 224,243
会議費 62,859 62,859
消耗品費 25,969 25,969
新聞図書費 5,912 5,912
修繕費 8,970 8,970
印刷製本費 0 0
保険料 18,873 18,873
租税公課 5,610 5,610
支払負担金 19,885 19,885
賃借料 255,300 255,300
活動費 500,000 500,000
委託費 106,980 106,980
雑費 5,630 5,630
経常費用 計 2,112,625 3,168,954 5,281,579 1,334,006 － 6,615,585
当期経常増減額 518,132 777,183 1,295,315 549,497 － 1,844,812
２ 経常外収益
（1）経常外収益
経常外収益 計 － － － － － －
(2)経常外費用
経常外費用 計 － － － － － －
当期経常外増減額 － － － － － －
当期一般正味財産増減額 518,132 777,183 1,295,315 549,497 － 1,844,812
一般正味財産期首残高 242,548 566,523 809,071 398,232 － 1,207,303
一般正味財産期末残高 760,680 1,343,706 2,104,386 947,729 － 3,052,115
Ⅱ正味財産期末残高 760,680 1,343,706 2,104,386 947,729 － 3,052,115

内部取引
消去

合計

正味財産増減計算書内訳書

2018年4月1日より2019年3月31日まで

科目
公益目的事業会計

法人会計



財 産 目 録

平成30年3月31日現在

（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産）

現金 0

普通預金 三井住友銀行 運転資金として 3,413,808

ゆうちょ銀行(Peypal含む） 運転資金として 211,087

3,624,895

（固定資産）

その他固定資産

敷金 スターツピタットハウス㈱ 事務所敷金 65,000

65,000

3,689,895

（流動負債） 未払金 現金未精算分 637,780

637,780

（固定負債）

0

637,780

3,052,115

固定負債合計

負債合計

正味財産

貸借対照表科目

流動資産合計

固定資産合計

資産合計

流動負債合計



１．重要な会計方針

（1） 『公益法人会計基準』（平成20年4月11日 平成21年10月16日改正内閣府公益認定委員会）

を採用している。

（2） 消費税の会計処理

       消費税の会計処理は税込み経理によっている。

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記





自 2019年4月1日

至 2020年3月31日

公益社団法人

決 算 報 告 書

モバイル・ホスピタル・インターナショナル



 正味財産増減計算書

2019年4月1日より2020年3月31日まで
（単位：円）

科目 当年度 前年度 増減
Ⅰ一般正味財産増減の部
１ 経常増減の部
（1）経常収益
受取寄付金 4,288,000 8,460,384 △ 4,172,384
受取入会金 0 1,500,000 △ 1,500,000
受取会費 4,288,000 3,767,000 521,000
受取寄付金 0 3,193,384 △ 3,193,384
事業収入 0 0 0
普及支援事業収入 0 0 0
雑収入 23 13 10
雑収入 0 0 0
受取利息 23 13 10
経常収益 計 4,288,023 8,460,397 △ 4,172,374
(2)経常費用
事業費 2,644,873 5,281,579 △ 2,636,706
役員報酬 0 0 0
福利厚生費 44,144 48,286 △ 4,142
通信運搬費 66,233 104,267 △ 38,034
光熱水料費 60,500 66,248 △ 5,748
旅費交通費 651,203 523,234 127,969
会議費 75,718 146,671 △ 70,953
消耗品費 16,135 60,594 △ 44,459
新聞図書費 24,970 13,792 11,178
修繕費 0 20,929 △ 20,929
印刷製本費 0 0 0
保険料 7,000 44,037 △ 37,037
租税公課 17,325 13,090 4,235
支払負担金 41,567 46,398 △ 4,831
賃借料 546,000 595,700 △ 49,700
研修開催費 0 0 0
研修費 0 0 0
活動費 747,583 3,335,577 △ 2,587,994
委託費 343,368 249,620 93,748
雑費 3,127 13,136 △ 10,009
管理費 1,133,518 1,334,006 △ 200,488
役員報酬 0 0 0
福利厚生費 18,919 20,695 △ 1,776
通信運搬費 28,385 44,687 △ 16,302
光熱水料費 25,929 28,393 △ 2,464
旅費交通費 279,087 224,243 54,844
会議費 32,450 62,859 △ 30,409
消耗品費 6,915 25,969 △ 19,054
新聞図書費 10,702 5,912 4,790
修繕費 0 8,970 △ 8,970
印刷製本費 0 0 0
保険料 3,000 18,873 △ 15,873
租税公課 7,425 5,610 1,815
支払負担金 17,815 19,885 △ 2,070
賃借料 234,000 255,300 △ 21,300
活動費 320,393 500,000 △ 179,607
委託費 147,158 106,980 40,178
雑費 1,340 5,630 △ 4,290
経常費用 計 3,778,391 6,615,585 △ 2,837,194
当期経常増減額 509,632 1,844,812 △ 1,335,180
２ 経常外収益
（1）経常外収益
債務免除益 0 0 0
経常外収益 計 0 0 0
(2)経常外費用
経常外費用 計 － － －
当期経常外増減額 － － －
当期一般正味財産増減額 509,632 1,844,812 △ 1,335,180
一般正味財産期首残高 3,052,115 1,207,303 1,844,812
一般正味財産期末残高 3,561,747 3,052,115 509,632
Ⅱ正味財産期末残高 3,561,747 3,052,115 509,632



（単位：円）

科目 当年度 前年度 増減

Ⅰ 資産の部

１ 流動資産

現金 0 0 0

普通預金 3,825,132 3,624,895 200,237

流動資産合計 3,825,132 3,624,895 200,237

２ 固定資産

（1）その他固定資産

敷金 65,000 65,000 0

その他固定資産合計 65,000 65,000 0

固定資産合計 65,000 65,000 0

資産合計 3,890,132 3,689,895 200,237

Ⅱ 負債の部

１ 流動負債

未払金 328,385 637,780 △ 309,395

預り金 0 0 0

流動負債合計 328,385 637,780 △ 309,395

２ 固定負債

固定負債合計 0 0 0

負債合計 328,385 637,780 △ 309,395

Ⅲ 正味財産の部

１ 一般正味財産 3,561,747 3,052,115 509,632

正味財産の合計 3,561,747 3,052,115 509,632

負債及び正味財産合計 3,890,132 3,689,895 200,237

貸 借 対 照 表

2020年3月31日現在



2020年3月31日現在

（単位：円）

科目 公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合計

Ⅰ 資産の部

１ 流動資産

現金 0 0 0 0

普通預金 2,789,514 1,035,618 0 3,825,132

法人会計貸付金 0 0 0 0

公的目的事業会計貸付金 0 0 0 0

流動資産合計 2,789,514 1,035,618 0 3,825,132

２ 固定資産

（1）その他固定資産

敷金 0 65,000 0 65,000

その他固定資産合計 0 65,000 － 65,000

固定資産合計 － － － －

資産合計 2,789,514 1,100,618 0 3,890,132

Ⅱ 負債の部 0

１ 流動負債 0

未払金 328,385 0 0 328,385

預り金 0 0 0 0

法人会計借入金 0 0 0 0

公益目的事業会計貸借入金 0 0 0 0

流動負債合計 328,385 0 0 328,385

２ 固定負債 － － － －

固定負債合計 － － － －

負債合計 328,385 0 0 328,385

Ⅲ 正味財産の部 0

１ 一般正味財産 2,461,129 1,100,618 0 3,561,747

正味財産合計 2,461,129 1,100,618 0 3,561,747

負債及び正味財産合計 2,789,514 1,100,618 0 3,890,132

貸借対照表内訳表



4 6 （単位：円）

調査研究事業 普及支援事業 小計
Ⅰ一般正味財産増減の部
１ 経常増減の部
（1）経常収益
受取寄付金 1,200,640 1,800,960 3,001,600 1,286,400 － 4,288,000
受取入会金 0 0 0 0 0
受取会費 1,200,640 1,800,960 3,001,600 1,286,400 4,288,000
受取寄付金 0 0 0 0 0
事業収入 0 0 0 0 0
普及支援事業収入 0 0 0 0 0
雑収入 6 10 16 7 23
雑収入 0 0 0 0 0
受取利息 6 10 16 7 23
経常収益 計 1,200,646 1,800,970 3,001,616 1,286,407 － 4,288,023
(2)経常費用
事業費 1,057,949 1,586,924 2,644,873 2,644,873
役員報酬 0 0 0 0
福利厚生費 17,658 26,486 44,144 44,144
通信運搬費 26,493 39,740 66,233 66,233
光熱水料費 24,200 36,300 60,500 60,500
旅費交通費 260,481 390,722 651,203 651,203
会議費 30,287 45,431 75,718 75,718
消耗品費 6,454 9,681 16,135 16,135
新聞図書費 9,988 14,982 24,970 24,970
修繕費 0 0 0 0
印刷製本費 0 0 0 0
保険料 2,800 4,200 7,000 7,000
租税公課 6,930 10,395 17,325 17,325
支払負担金 16,627 24,940 41,567 41,567
賃借料 218,400 327,600 546,000 546,000
研修開催費 0 0 0 0
研修費 0 0 0 0
活動費 299,033 448,550 747,583 747,583
委託費 137,347 206,021 343,368 343,368
雑費 1,251 1,876 3,127 3,127
管理費 1,133,518 1,133,518
役員報酬 0 0
福利厚生費 18,919 18,919
通信運搬費 28,385 28,385
光熱水料費 25,929 25,929
旅費交通費 279,087 279,087
会議費 32,450 32,450
消耗品費 6,915 6,915
新聞図書費 10,702 10,702
修繕費 0 0
印刷製本費 0 0
保険料 3,000 3,000
租税公課 7,425 7,425
支払負担金 17,815 17,815
賃借料 234,000 234,000
活動費 320,393 320,393
委託費 147,158 147,158
雑費 1,340 1,340
経常費用 計 1,057,949 1,586,924 2,644,873 1,133,518 － 3,778,391
当期経常増減額 142,697 214,046 356,743 152,889 － 509,632
２ 経常外収益
（1）経常外収益
経常外収益 計 － － － － － －
(2)経常外費用
経常外費用 計 － － － － － －
当期経常外増減額 － － － － － －
当期一般正味財産増減額 142,697 214,046 356,743 152,889 － 509,632
一般正味財産期首残高 760,680 1,343,706 2,104,386 947,729 － 3,052,115
一般正味財産期末残高 903,377 1,557,752 2,461,129 1,100,618 － 3,561,747
Ⅱ正味財産期末残高 903,377 1,557,752 2,461,129 1,100,618 － 3,561,747

内部取引
消去

合計

正味財産増減計算書内訳書

2019年4月1日より2020年3月31日まで

科目
公益目的事業会計

法人会計



財 産 目 録

2020年3月31日現在

（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産）

現金 0

普通預金 三井住友銀行 運転資金として 3,398,793

ゆうちょ銀行(Peypal含む） 運転資金として 426,339

3,825,132

（固定資産）

その他固定資産

敷金 スターツピタットハウス㈱ 事務所敷金 65,000

65,000

3,890,132

（流動負債） 未払金 現金未精算分 328,385

328,385

（固定負債）

0

328,385

3,561,747

固定負債合計

負債合計

正味財産

貸借対照表科目

流動資産合計

固定資産合計

資産合計

流動負債合計



１．重要な会計方針

（1） 『公益法人会計基準』（平成20年4月11日 平成21年10月16日改正内閣府公益認定委員会）

を採用している。

（2） 消費税の会計処理

       消費税の会計処理は税込み経理によっている。

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記





自 2020年4月1日

至 2021年3月31日

公益社団法人

決 算 報 告 書

モバイル・ホスピタル・インターナショナル



 正味財産増減計算書

2020年4月1日より2021年3月31日まで

（単位：円）
科目 当年度 前年度 増減

Ⅰ一般正味財産増減の部
１ 経常増減の部
（1）経常収益
受取寄付金 4,829,918 4,288,000 541,918
受取入会金 0 0 0
受取会費 2,505,000 4,288,000 △ 1,783,000
持続化給付金 2,276,248 0 2,276,248
受取寄付金 48,670 0 48,670
事業収入 0 0 0
普及支援事業収入 0 0 0
雑収入 965 23 942
雑収入 0 0 0
受取利息 965 23 942
経常収益 計 4,830,883 4,288,023 542,860
(2)経常費用
事業費 3,514,894 2,644,873 870,021
役員報酬 0 0 0
福利厚生費 61,587 44,144 17,443
通信運搬費 109,589 66,233 43,356
光熱水料費 48,369 60,500 △ 12,131
旅費交通費 435,170 651,203 △ 216,033
会議費 0 75,718 △ 75,718
消耗品費 221,238 16,135 205,103
新聞図書費 24,018 24,970 △ 952
修繕費 0 0 0
印刷製本費 0 0 0
保険料 12,000 7,000 5,000
租税公課 1,400 17,325 △ 15,925
支払負担金 56,415 41,567 14,848
賃借料 422,500 546,000 △ 123,500
研修開催費 0 0 0
研修費 0 0 0
活動費 628,008 747,583 △ 119,575
委託費 333,834 343,368 △ 9,534
災対船運航経費 1,094,730 0 1,094,730
雑費 66,036 3,127 62,909
管理費 1,792,159 1,133,518 658,641
役員報酬 0 0 0
福利厚生費 61,587 18,919 42,668
通信運搬費 109,590 28,385 81,205
光熱水料費 48,369 25,929 22,440
旅費交通費 435,170 279,087 156,083
会議費 0 32,450 △ 32,450
消耗品費 221,239 6,915 214,324
新聞図書費 24,019 10,702 13,317
修繕費 0 0 0
印刷製本費 0 0 0
保険料 12,000 3,000 9,000
租税公課 1,400 7,425 △ 6,025
支払負担金 56,415 17,815 38,600
賃借料 422,500 234,000 188,500
活動費 0 320,393 △ 320,393
委託費 333,834 147,158 186,676
雑費 66,036 1,340 64,696
経常費用 計 5,307,053 3,778,391 1,528,662
当期経常増減額 △ 476,170 509,632 △ 985,802
２ 経常外収益
（1）経常外収益
債務免除益 0 0 0
経常外収益 計 0 0 0
(2)経常外費用
経常外費用 計 － － －
当期経常外増減額 － － －
当期一般正味財産増減額 △ 476,170 509,632 △ 985,802
一般正味財産期首残高 3,561,747 3,052,115 509,632
一般正味財産期末残高 3,085,577 3,561,747 △ 476,170
Ⅱ指定正味財産の部
受取寄付金 2,300,000 0 2,300,000
一般正味財産への振替額 0 0 0
当期指定正味財産増減額 2,300,000 0 2,300,000
指定正味財産期首残高 0 0 0
指定正味財産期末残高 2,300,000 0 2,300,000
Ⅲ正味財産期末残高 5,385,577 3,561,747 1,823,830



（単位：円）

科目 当年度 前年度 増減

Ⅰ 資産の部

１ 流動資産

現金 0 0 0

普通預金 2,309,446 3,825,132 △ 1,515,686

流動資産合計 2,309,446 3,825,132 △ 1,515,686

２ 固定資産

(1)基本財産

(2)特定資産

救急艇運航費積立金 2,300,000 0 2,300,000

特定資産合計 2,300,000 0 4,624,750

(3)その他固定資産

船舶 2,324,750 0 2,324,750

敷金 65,000 65,000 0

その他固定資産合計 2,389,750 65,000 2,324,750

固定資産合計 4,689,750 65,000 4,624,750

資産合計 6,999,196 3,890,132 3,109,064

Ⅱ 負債の部

１ 流動負債

未払金 1,613,619 328,385 1,285,234

預り金 0 0 0

流動負債合計 1,613,619 328,385 1,285,234

２ 固定負債

固定負債合計 0 0 0

負債合計 1,613,619 328,385 1,285,234

Ⅲ 正味財産の部

1 指定正味財産

受取寄付金 2,300,000 0 2,300,000

指定正味財産合計 2,300,000 0 2,300,000

１ 一般正味財産

一般正味財産合計 3,085,577 3,561,747 △ 476,170

正味財産の合計 5,385,577 3,561,747 1,823,830

負債及び正味財産合計 6,999,196 3,890,132 3,109,064

貸 借 対 照 表

2021年3月31日現在



2021年3月31日現在

（単位：円）

科目 公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合計

Ⅰ 資産の部

１ 流動資産

現金 0 0 0 0

普通預金 674,880 1,634,566 0 2,309,446

流動資産合計 674,880 1,634,566 0 2,309,446

２ 固定資産

(1)基本財産

(2)特定資産

救急艇運航費積立金 2,300,000 0 0 2,300,000

特定資産合計 2,300,000 0 0 2,300,000

(3)その他固定資産

船舶 2,324,750 0 0 2,324,750

敷金 0 65,000 0 65,000

その他固定資産合計 2,324,750 65,000 0 2,389,750

固定資産合計 4,624,750 65,000 0 4,689,750

資産合計 5,299,630 1,699,566 0 6,999,196

Ⅱ 負債の部

１ 流動負債

未払金 1,613,619 0 0 1,613,619

預り金 0 0 0 0

流動負債合計 1,613,619 0 0 1,613,619

２ 固定負債

固定負債合計 0 0 0 0

負債合計 1,613,619 0 0 1,613,619

Ⅲ 正味財産の部

1 指定正味財産

受取寄付金 2,300,000 0 0 2,300,000

指定正味財産合計 2,300,000 0 0 2,300,000

１ 一般正味財産

一般正味財産合計 1,386,011 1,699,566 0 3,085,577

正味財産の合計 3,686,011 1,699,566 0 5,385,577

負債及び正味財産合計 5,299,630 1,699,566 0 6,999,196

貸借対照表内訳表



5 5 （単位：円）

調査研究事業 普及支援事業 小計
Ⅰ一般正味財産増減の部
１ 経常増減の部
（1）経常収益
受取寄付金 1,219,647 1,219,647 2,439,294 2,390,624 － 4,829,918
受取入会金 0 0 0 0 0
受取会費 626,250 626,250 1,252,500 1,252,500 2,505,000
持続化給付金 569,062 569,062 1,138,124 1,138,124 2,276,248
受取寄付金 24,335 24,335 48,670 0 48,670
事業収入 0 0 0 0 0
普及支援事業収入 0 0 0 0 0
雑収入 241 241 482 483 965
雑収入 0 0 0 0 0
受取利息 241 241 482 483 965
経常収益 計 1,219,888 1,219,888 2,439,776 2,391,107 － 4,830,883
(2)経常費用
事業費 1,757,446 1,757,448 3,514,894 3,514,894
役員報酬 0 0 0 0
福利厚生費 30,794 30,793 61,587 61,587
通信運搬費 54,794 54,795 109,589 109,589
光熱水料費 24,184 24,185 48,369 48,369
旅費交通費 217,585 217,585 435,170 435,170
会議費 0 0 0 0
消耗品費 110,619 110,619 221,238 221,238
新聞図書費 12,009 12,009 24,018 24,018
修繕費 0 0 0 0
印刷製本費 0 0 0 0
保険料 6,000 6,000 12,000 12,000
租税公課 700 700 1,400 1,400
支払負担金 28,207 28,208 56,415 56,415
賃借料 211,250 211,250 422,500 422,500
研修開催費 0 0 0 0
研修費 0 0 0 0
活動費 314,004 314,004 628,008 628,008
委託費 166,917 166,917 333,834 333,834
災対船運航経費 547,365 547,365 1,094,730 1,094,730
雑費 33,018 33,018 66,036 66,036
管理費 1,792,159 1,792,159
役員報酬 0 0
福利厚生費 61,587 61,587
通信運搬費 109,590 109,590
光熱水料費 48,369 48,369
旅費交通費 435,170 435,170
会議費 0 0
消耗品費 221,239 221,239
新聞図書費 24,019 24,019
修繕費 0 0
印刷製本費 0 0
保険料 12,000 12,000
租税公課 1,400 1,400
支払負担金 56,415 56,415
賃借料 422,500 422,500
委託費 333,834 333,834
雑費 66,036 66,036
経常費用 計 1,757,446 1,757,448 3,514,894 1,792,159 － 5,307,053
当期経常増減額 △ 537,558 △ 537,560 △ 1,075,118 598,948 － △ 476,170
２ 経常外収益
（1）経常外収益
経常外収益 計 － － － － － －
(2)経常外費用
経常外費用 計 － － － － － －
当期経常外増減額 － － － － － －
当期一般正味財産増減額 △ 537,558 △ 537,560 △ 1,075,118 598,948 － △ 476,170
一般正味財産期首残高 903,377 1,557,752 2,461,129 1,100,618 － 3,561,747
一般正味財産期末残高 365,819 1,020,192 1,386,011 1,699,566 － 3,085,577
Ⅱ指定正味財産増減の部
受取寄付金 2,300,000 0 2,300,000 - - 2,300,000
一般正味財産への振替額 0 0 0 - - 0
当期指定正味財産増減額 2,300,000 0 2,300,000 - - 2,300,000
指定正味財産期首残高 0 0 0 0 - 0
指定正味財産期末残高 2,300,000 0 2,300,000 0 - 2,300,000
Ⅲ正味財産期末残高 2,665,819 1,020,192 3,686,011 1,699,566 － 5,385,577

内部取引
消去

合計

正味財産増減計算書内訳書

2020年4月1日より2021年3月31日まで

科目
公益目的事業会計

法人会計



財 産 目 録

2021年3月31日現在

（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産）

現金 0

普通預金 三井住友銀行 運転資金として 1,730,657

ゆうちょ銀行 運転資金として 460,000

Paypal 運転資金として 118,789

2,309,446

（固定資産）

その他固定資産

救急艇運行費積立金 三井住友銀行 2,300,000

船舶 ㈲東海マリンサービス 救急艇 2,324,750

敷金 スターツピタットハウス㈱ 事務所敷金 65,000

4,689,750

6,999,196

（流動負債） 未払金 経費未精算分 1,613,619

1,613,619

（固定負債）

0

1,613,619

5,385,577

固定負債合計

負債合計

正味財産

貸借対照表科目

流動資産合計

固定資産合計

資産合計

流動負債合計



１．重要な会計方針

（1） 『公益法人会計基準』（平成20年4月11日 平成21年10月16日改正内閣府公益認定委員会）

を採用している。

（2） 消費税の会計処理

       消費税の会計処理は税込み経理によっている。

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記



監事監査報告書  
 
公益社団法人モバイル・ホスピタル・ 
インターナショナル 
理事長	 砂田向一	 殿 
 
 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 令和 3年	 	 6月	 5日 
 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 監	 事	 	 清水	 宏一

 
 
私は、令和 2年４月 1日から令和 3年 3月 31日までの会計年度における会計及
び業務の監査を行ない、次のとおり報告する。 
 
1 監査の方法の概要 
（１）会計監査について、帳簿ならびに関係書類の閲覧等必要と思われる 

監査手続きを用いて計算書類の正確性を検討した。	 	  
（２）業務監査について、理事及び職員から業務の報告を聴取し、関係書類	 	 	 	  

の閲覧等必要と思われる監査手続きを用いて、業務執行の妥当性を検

討した。 
 
２ 監査意見 
（１）収支計算書・貸借対照表・財産目録は、会計帳簿の記載金額と一致し、 

法人の収支状況及び財産状態を正しく示しているものと認める。 
（２）事業報告書の内容は事実である。 
（３）理事の職務執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する

重大な事実はないと認める。 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 以上 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  




